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S o c i a l  R e p o r t

　社員の安全と健康を保持し、快適な職場環境を維持してい
くことを基本に、安全衛生活動を推進し、安全衛生基本方針
のもと、安全・安心な職場づくりに取り組んでいます。

　快適な職場環境づくりのために、有害な化学物質の管理・
低減および定期的に作業環境測定を行い、騒音・粉じん等の
改善に努めています。
　また、有所見者への指導の実施や労働衛生月間での衛生啓
蒙活動を実施しています。
　そのほかメンタルヘルス活動として、メンタル疾患予防の
ためのメンタルヘルス教育や、メンタル休務者の職場復帰支
援を実施しています。

衛生管理活動

　社員の能力開発のため、階層別教育・職能別教育・職場別教育の三本柱で、効果的な教育や研修を計画的に行っています。
　また、海外事業体からの研修生の受入にも取り組んでいます。

能力開発のための教育

人事諸制度をオープンにし、
上司・部下が同じ認識に

立ちます。

年功や過去の成績でなく、
直近の能力・成果を
重視します。

チャレンジする人を
積極的に支援します。

人事制度の
基 本 方 針

　各等級･役職に求められる知
識･能力の向上に向け、新入社
員教育・新任昇格者研修･問題
解決研修などの教育を実施し
ています。

階層別教育

　各職場機能の維持･向上に必
要な専門知識･技術･技能の教
育や自己啓発の支援を実施し
ています。

職能別教育

　各職場で職務遂行能力向上
のため、OJT(職場内訓練)の推
進及び職場内専門教育を実施
しています。

職場別教育

安全衛生基本方針
安全は全てに優先
ルールを守ることは安全の基本
健康は自分で守る宝物
「災害ゼロ」は私達の願い
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仕事と子育ての両立を図る上
で必要となる雇用環境を整備
してきたことが認められ
2008年に｢次世代育成支援
対策推進法｣認定マーク（くる
みん)を取得しています。

■男女別社員比率

■子育てサポート企業 ■育児短時間勤務利用状況
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ダイバーシティの推進

●安全確保のための点検活動　
●安全意識高揚の活動
●快適な職場環境づくり活動
●有害物質を取扱う職場の環境改善活動
●心と体の健康づくり活動

▲産業医による健康講話 ▲ヘルシーメニューの提供

安全は全てに優先、
「災害0」は私たちの願い

スローガン

主な
取り組み
事項

　企業が成長し、発展し続ける為に不可欠な取り組みとし
て、ダイバーシティを推進しています。多様な人材の多様な
価値観を尊重し、社員一人ひとりが個人の能力を生かし、活
躍できる環境の整備に取り組んでいます。
　製造現場では、多くの女性が活躍しており、役職者への登
用も進んでいます。仕事と家庭の両立支援として、育児･介
護休職制度や育児･介護短時間勤務制度についても法を上
回る内容を設定しており、男性も含め、多くの社員が利用し
ています。
　また毎年、会社で働くお父さんお母さんの様子を知っても
らおうと｢オープンハウス」
も開催し多くの家族が参加
しております。定年退職後の
就労支援や障がい者の雇用
促進についてもさらなる取
り組みを推進していきます。

▲オープンハウス

▲新入社員教育（安全教育）

▲新入社員教育（社会貢献活動）

▲海外研修生受入教育

▲英語学習法セミナー

▲小集団活動教育

▲グリース教育

社員との関わり

雇用・就業の機会均等を推し進めるとともに、業界でもレベルの高い知識や技術を持った人材の育成を計画的・体系的に進めて
います。また、メンタルヘルスなど社員の健康の保持・増進活動にも積極的に取り組み、社員一人ひとりが安全で、健康的に働け
る職場環境の整備を進めています。
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重大災害防止活動
安全の基本に立ち戻り、重大災害に結びつく可能性のある作業
の洗い出しと、作業の安全を確保する活動を進めています。

安全人間づくり
社員の安全に対するレベルアップを目指し、体感型の教育や
危険予知（KY）活動などを実施しています。ルールを守れる
人、キケンを危険と感じ安全行動が取れる人の育成を進めて
います。

　人命を第一に、大切なリソーセスを守り、事業継続に向けた計画を策定しています。『事前対策、災害発生後の行動指針明確化』
の２本柱で活動を推進しています。

BCPの策定

　活きたBCPをめざし、定期的に災害を
想定した実地訓練を行っています。対策
組織・手順書等が実際に機能するかを検
証・改善を行い、事業継続能力の向上を
図っています。

BCPの訓練と改善

主な安全意識の高揚活動主な安全確保のための点検活動

▲AEDを使用した心肺塑性訓練 ▲生産復旧対応訓練

▲安全強調月間朝ビラ配布 ▲海外建設現場の安全点検 ▲安全道場での教育　　

▲トップによる点検 ▲工場間相互交流会 ▲危険予知活動

座学では伝わりにくい災害の
怖さを、五感を通じて感じてい
ただく体感型教育をとり入れ
ています。

安全活動の概要

各工場の類似職場スタッフによる工場間相互交流会
職場安全パトロール　　　
リスクアセスメント活動
新規設備導入時の安全点検
トップによる安全点検

危険予知（KY）活動
ヒヤリハット提案活動
安全体感教育
安全強調月間の安全啓蒙活動

※BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）

※

安全体感教育

休業度数率

■安全成績（休業度数率）の推移
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東海理化 輸送用機械器具製造業の全国平均 全製造業

× 100万休業災害件数
延べ労働時間

 

＝

’08 ’09’07

0.59 0.54

0.44

0.48 0.48

1.2
1.1
1.0
0.9
0.8
0.7
0.6
0.5
0.4
0.3
0.2
0.1
0

0.25
0.14 0.14

’11 ’12’10

0.3
0.220.22

1.09
1.12 0.99 0.98 1.05

愛知学院大学大学院　
教授　博士（経営学）　
丹下 博文氏

1950年、愛知県生まれ。早稲田大学法学
部卒業、同大学院法学研究科修士課程修
了。米コロンビア大学経営大学院修了（Ｍ
ＢＡ）、同大学院客員研究員。ＵＣＬＡ（米
カリフォルニア大学ロサンゼルス校）経
営大学院および社会公共政策大学院客員
研究員などを経て現職。環境経営学会よ
り第１回学会賞（学術貢献賞）を受賞。現
在は環境経営学会理事、名古屋市エコ事
業所認定審査会委員長、日本物流学会副
会長なども務める。主著に『企業経営の社
会性研究』『地球環境辞典〈編著〉』（以上、
中央経済社刊）、『環境基礎読本』（国立印
刷局刊）など多数

　本報告書を読んで最初に好感したのは、一般のステークホルダーにも分かりやすい
ように「見える化」されている点。専門的で詳細な記述は、かえって理解しづらくしてし
まうことが多いからです。したがって、本報告書は環境コミュニケーションのツールと
しての役割を十分に果たしていると考えられます。FSC森林認証紙を使用し、針金を使
わない「のり綴じ製本」になっている点も高く評価されます。

　対象工場の視察や担当者との面談調査により、同報告書は環境省やGRIのガイドラ
インに準拠し、透明性と正確性の面で適切であると判断されます。実際にも本報告書の
トップメッセージ、経営理念、環境方針、中長期環境取り組みプランに明示されている
コミットメントは尊重されており、コンプライアンスやコーポレートガバナンスにか
かわる組織的対応が明確で、数値による裏付けも掲載されています。

　特集には同社の新製品が取り上げられていますが、世界で初めて「竹」を素材にした
ステアリングホイール、3Dドライ転写工法を用いた加飾パネル、安全性を追求した世
界最小・最軽量のシートベルトの実物に触れ、製品に対する環境配慮を実感しました。
また、「省エネ道場」による環境教育の徹底は、環境への取り組みが本業と同じくらい重
要な位置づけで行われていることを認識させてくれました。

　同社ではボランティアなどの社会貢献活動が活発に行われています。その背景には
過去に災害で苦難を味わったという実体験があり、決してお題目ではないことを確認
しました。ただし、日本の自動車産業はグローバル化が進んでおり、環境や社会への対
応もグローバルな視点が絶対に欠かせません。さらに高齢社会を迎えた今日、高齢化へ
の対応が同社の社会性を一層向上させるうえで今後の課題になるでしょう。

環境統括役員
常務取締役     中村 弘之

　 本年の報告書は従来からのコンセプトである『読む気になる報告書』、『読んでわかる報告書』に加え
て『読んでおもしろい報告書』となるよう社員インタビューの掲載や、特集記事に「製品」をとりあげる
など、ステークホルダーの皆様に東海理化という会社をより身近に感じてもらえるよう作成しました。
　丹下先生には、「見える化を考慮したわかりやすい報告書」とそのあたりを評価いただき、非常に嬉
しく思います。また、課題として日本社会が抱える高齢化と自動車業界が抱えるグローバル化につい
てご指摘いただきました。当社が真にグローバルで競争力を持つ会社となるために、両課題とも真摯
に受け止め、取り組みを進めていく所存です。

　環境経営とともに企業の社会的責任（CSR）や社会貢献の研究者としての専門的な知
見と経験を踏まえ、客観的な視点から以下に第三者意見を簡潔に述べます。株式会社東
海理化およびそのステークホルダーの皆様のご参考になれば幸いです。

　以上を総合的に判断し、これからも環境や社会への対応に継続的に取り組み、環境に
配慮した製品で豊かな社会づくりに貢献するフロントランナー企業として持続可能
（サステイナブル）な成長と発展を実現されるよう同社に期待します。

▲当社の省エネ設備・技術を紹介する
　「東海理化エコツアー」を体験して
　いただきました。


